
追加型投信／国内／株式

日本新興市場成長株オープン 

このファンドは、主に国内の上場株式を実質的な投資対象としています。このファンドの基準価額は、組入
れた株式の値動きにより上下しますので、これにより投資元本を割り込むおそれがあります。
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ジャスダック、東証マザーズ、大証ヘラクレス等の新興市場上場銘柄が中心 

リサーチした企業の中から利益成長が期待できる企業を選定 

投資候補となった企業の株価水準などの評価も加味して構築 

■ 独自の技術・サービスなどにより参入障壁が高く競争力を維持できる企業 
■ ニッチな市場で高いシェアを獲得することで高収益が期待される企業 
■ 新しいビジネスモデルの構築により成長を目指す企業 
■ 新しい市場を創造することにより成長を目指す企業　　　　　　などに注目 

日本新興市場成長株マザーファンドの受益証券への投資を通じて、主として、わが国の金融
商品取引所上場株式（上場予定の株式を含みます。）に投資し、投資信託財産の成長を図ることを
目標に積極的な運用を行います。 

運用にあたっては、ジャスダック、東証マザーズ、大証ヘラクレス等の新興市場上場株式中心に
投資を行います。なお、新興市場以外の株式を組入れる場合は、取得時の株式時価総額が2,000
億円以下の銘柄とします。 

わが国の金融商品取引所上場株式 
 

リサーチ 
 

投資候補銘柄 

ポートフォリオの構築 
 

ファンドの特色 

組入銘柄の選定プロセス 
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44 株式の実質組入比率は高位としますが、市況動向によっては弾力的に組入れを低めることが
あります。 

ポートフォリオの構築は次のような手順で行います 
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スピード重視、柔軟な経営 
 

スピード重視、柔軟な経営 

独自の技術、新しいビジネスモデル 独自の技術、新しいビジネスモデル 

構造改革・規制緩和による恩恵を享受 構造改革・規制緩和による恩恵を享受 

外部環境に左右されにくい利益成長 外部環境に左右されにくい利益成長 

財務基盤が弱い 財務基盤が弱い コンプライアンス体制がしっかりしていない コンプライアンス体制がしっかりしていない 

業績の変化率が大きい 業績の変化率が大きい 経営トップの影響力が大きい 経営トップの影響力が大きい 

ボトムアップ・ 
リサーチが 
重要 

ボトムアップ・ 
リサーチが 
重要 

ボトムアップ・アプローチ＊により、利益成長が期待できる銘柄を選定します。 
＊個別企業の調査や分析に基づき株価の相対的評価を行い、投資対象となる銘柄を選別する運用手法です。
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●ファミリーファンド方式で運用を行います。

※株式以外の資産への実質投資割合は、原則として投資信託財産総額の50%以下とします。
※資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。

新興企業の特徴 



新興市場の各指数とＴＯＰＩＸの推移 

ファンドのリスク 

ジャスダック、東証マザーズ、大証ヘラクレスとTOPIXの推移 

当ファンドは、主に国内の株式を実質的な投資対象としますので、組入れた国内の株式の価格の
下落や、組入れた国内の株式の発行会社の倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が
下落し、損失を被ることがあります。したがって、投資元金は保証されているものではなく、基準価額の
下落により、損失を被り、投資元金を割り込むことがあります。投資信託財産に生じた利益および
損失は、すべて受益者に帰属します。 

株式の価格は、株式の発行会社の業績や財務状況、株式市場の需給、政治・経済情勢等の影響により変動
します。投資した株式の価格の上昇は、当ファンドの基準価額の上昇要因となり、投資した株式の価格の下落は、
当ファンドの基準価額の下落要因となります。投資した株式の価格の下落の影響で、当ファンドの基準価額が
下落し、損失を被る可能性があります。 

株価変動リスク 

有価証券の発行会社の倒産や財務状況の悪化、および有価証券の発行会社の財務状況に関する外部評価の
変化等の影響により、投資した有価証券の価格が大きく下落することや、投資資金が回収不能となる場合が
あります。このような場合には、当ファンドの基準価額が下落し、損失を被る可能性があります。債券や短期金融
商品へ投資した場合には、元利支払いの不履行もしくは遅延の影響で、当ファンドの基準価額が下落し、損失
を被る可能性があります。 

信用リスク 

有価証券の時価総額が小さくまたは取引量が少ないとき、市況が急変したとき、取引所等における取引が中止
されたとき、または取引所等が閉鎖されたときには、有価証券の売買価格が通常よりも著しく不利な価格となる
ことや有価証券の売却ができなくなる場合があります。このような場合には、当ファンドの基準価額が下落し、
損失を被る可能性があります。 

流動性リスク 

（2003年7月1日～2009年5月29日） 

（データ出所）ブルームバーグ　※大証ヘラクレス指数公表日の2003年7月1日を100として指数化。
上記の内容・データは資料作成時点のものであり、将来の傾向・数値等を保証するものではありません。
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・毎年決算を行い、分配方針に基づいて、収益分配を行う予定ですが、収益分配金の支払いを保証するもの
ではありません。運用実績に応じて分配対象収益は変動するため、収益分配金が減少する可能性や、収益
分配を行わない可能性があります。 
・取引所における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、解約請求の受付を中止
することや、すでに受付けた解約請求の受付を取消すことがあります。 
・投資信託は預金と異なり、預金保険の対象ではありません。金融商品取引業者以外でご購入された投資信託
は投資者保護基金の対象とはなりません。 

留意事項 



作成：岡三アセットマネジメント株式会社

委託会社およびその他の関係法人 委託会社およびその他の関係法人 

委 託 会 社  

受 託 会 社  

販 売 会 社  

岡三アセットマネジメント株式会社
中央三井アセット信託銀行株式会社（再信託受託会社：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社） 
販売会社につきましては、岡三アセットマネジメント株式会社 カスタマーサービス部にお問い合わせ下さい。 
フリーダイヤル　0120-048-214（営業日の9：00－17：00） 
ホームページ　http://www.okasan-am.jp 
なお、販売会社と販売会社以外の金融商品取引業者が取次契約を結ぶことにより、当該金融商品取引業者が当該販売会社に
ファンドの取得申込み等を取り次ぐことがあります。

ご換金（解約）について ご換金（解約）について 

換 金 単 位  

換 金 価 額  

換金代金の支払日 

課 税 関 係  

販売会社の定める単位  ※換金単位は、販売会社にお問い合わせ下さい。

換金申込受付日の基準価額 

換金申込受付日から起算して、原則として、5営業日目から販売会社を通じてお支払いします。 

＜個人の受益者の場合＞ 

原則として、分配時の普通分配金ならびに換金（解約）時の利益および償還時の償還差益に対して課税されます。

詳しくは、販売会社にお問い合わせ下さい。 

※買取請求制によるご換金については販売会社にお問い合わせ下さい。
※税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。

 

申 込 単 位  
 
 

申 込 価 額  

信 託 期 間  
 

収 益 分 配  
 

クーリングオフ 

分配金受取りコース：1万口以上1万口単位または1万円以上1円単位 

分配金再投資コース：1万円以上1円単位  （ただし定時定額購入サービスをご利用の場合には、1万円以上1千円単位） 

※販売会社が別に定める申込単位がある場合は、当該申込単位とします。また、取扱いコース・申込単位は、販売会社によって異なります。

取得申込受付日の基準価額 

平成19年4月13日～平成29年4月12日 

※一部解約等により受益権口数が5億口を下回った場合等、繰上償還することがあります。

毎年4月12日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、分配方針に基づいて収益分配を行います。 

ただし、必ず分配を行うものではありません。 

当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用は

ありません。 

お申込みについて お申込みについて 

日本新興市場成長株オープン 
追加型投信／国内／株式 

お客様にご負担いただく費用 
■ 申込時に直接ご負担いただく費用　 
・ 申込手数料　1口につき取得申込受付日の基準価額に対して上限3.15%（税込み） 
■ 換金時に直接ご負担いただく費用　 
・ 換金手数料　　　ありません。 
・ 信託財産留保額　ありません。 
■ 保有期間中に間接的にご負担いただく費用 
・ 信託報酬　当ファンドの信託報酬率は、信託財産の純資産総額に対し、毎日の基準価額に応じて、以下のように 

変動します。 
 
 
 
 
・ 監査費用　信託財産の純資産総額に対して年0.0105%（税込み） 
・ その他費用 
有価証券等の売買に係る売買委託手数料　等 
（その他費用につきましては、運用状況等により変動するものであり、事前に金額もしくはその上限額または
これらの計算方法を示すことはできません。また、マザーファンドのその他費用を間接的にご負担いただきます。） 

○ お客様にご負担いただく費用につきましては、運用状況等により変動する費用があることから、事前に合計金額
もしくはその上限額またはこれらの計算方法を示すことはできません。 

○ 詳しくは、「投資信託説明書（交付目論見書）」の【手数料等及び税金】をご参照下さい。 

基準価額（1万口当たり） 
10,000円以上のとき 

9,000円以上10,000円未満のとき 
9,000円未満のとき 

信託報酬率 
年1.659%（税込み） 
年1.449%（税込み） 
年1.344%（税込み） 

■本資料は、岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。本資料中の記載内容、数値、図表等は、本資料作成時点のものであり、
将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、将来予告なしに変更される場合もあります。本資料は当社が信頼できると判断した
情報を基に作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。■取得の申込みにあたっては、「投資信託説明書（交付
目論見書）」および「契約締結前交付書面」または「目論見書補完書面」の内容を十分にお読みいただき、投資判断は、お客様ご自身で行って
いただきますようお願いいたします。 




